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第 1 章 序論 

1.1 背景 

1.1.1 地震災害対策の重要性 

日本は地理的に、世界でも有数な地震多発地帯であり、日本で発生した地震災害は過去

にたびたび甚大な被害をもたらしてきた。例として、1995 年阪神淡路大震災では多くの建

物の倒壊被害とそれに伴う死者 6400 人、負傷者 4 万 3700 人の人的被害をもたらした[1]。

また、2011 年東日本大震災では津波を伴う巨大地震によって、死者 1 万 5、859 人、行方

不明者 3、021 人（平成 24 年 5 月 30 日警察庁発表）という明治以降では大正 12 年（1923

年）の関東大震災（死者・行方不明者：約 10 万 5、000 人）、明治 29 年（1896 年）の明治

三陸地震（同：約 2 万 2、000 人）に次ぐ極めて深刻な被害をもたらした（[2]より引用）。

近年では、2016 年熊本地震においても多くの建物被害とともに 18 万人を超える避難者が

発生し、それに関連する災害関連死などの被害をもたらした[3]。将来的にも多くの帰宅困

難者が予測される首都直下型地震や、甚大な津波被害が予測されている南海トラフ沖地震

の発生が予想されており、とりわけ南海トラフ沖地震については、Ｍ8～9 クラスの地震が

30 年以内に、70％程度の確率で発生すると予測されており、対策は急務である[4][5]。想

定される南海トラフ沖地震について、震度 6 弱以上または浸水深 30cm 以上の浸水面積が 

10ha 以上となる市区町村は、30 都府県の 734 市区町村に及び、その面積は全国の約 32%、

人口は全国の約 53%を占める超広域にわたるものである（[6]より引用）。また、長期浸水

による避難の長期化や広域避難などの対処など、求められる対策が広い領域に及ぶため、

その事前対策や対応計画の重要性は高いといえる。 

 

1.1.2 地震災害対策における課題 

1.1.2.1 被害把握の迅速性・網羅性 

災害被害把握の遅れは災害の対応の遅れを意味する。2016 年熊本地震においても、被害

の詳細を把握するのは難しく、各地で災害対応の遅れがみられた。一般に行われる実地調

査では、広域および詳細な被害調査に時間がかかる。災害対応が遅れると、短期的には負

傷者の救護の遅れ、長期的には衛生環境の悪い避難生活が長引くことによる健康被害など

の二次災害の危険が増える。これらの被害を防ぐためにも、発災後の被害情報の把握のス

ピード性が課題となっている。 

発災直後の災害被害の把握には近年、航空機や UAV（無人航空機）による航空観測が着

目されている。これらは半日～1 日程度で稼働が可能であり、発災直後の段階での被害把握

にも有効とみられている[7][8]。しかし、観測範囲が限られていることから南海トラフ沖地
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震のような広域にわたる被害の把握は難しくなってくる。また、実測である以上、発災直

後に調査に利用できるリソースは限られており、発災直後の限られた時間とリソースの中

で、どこで調査を行うのかといった計画は非常に重要となっている。越村ほか[9]では、衛

星画像を用いた手法が、災害被害の広域把握に有効であることを述べている。ただし、災

害発生の場所や時間によってデータの入手に数日以上かかってしまうことや，建物被害を

個別に知ることは難しく、詳細性という面での課題があることについて述べている。 

災害の被害把握には、観測データにもとづいたものだけでなく、被害推定モデルなどを

用いた被害推定と組み合わせることで、被害把握を行うということも重要である。詳細な

被害推定手法の研究としては、加藤[10]が、50m メッシュ単位での詳細な被害推定を行っ

ているが、利用可能データが一部の地域のみで、発災直後の利用ができる状態ではない。 

また、迅速な被害推定に関する報告についてはあまりないのが現状である。航空測量な

どを駆使した上での実測調査には限界があることを踏まえると、発災直後に適用ができ、

広域で網羅性のある推定手法にニーズがあるといえる。 

 

1.1.2.2 災害後の避難者状況の把握 

我が国では近年、南海トラフ沖地震をはじめとする将来に予測される大地震災害に備え

て、建物の耐震化や防波堤の整備などのインフラ整備が盛んに進められており[11]、災害被

害による直接的な犠牲者は今後減少していくと思われる。一方で、地震災害に対するレジ

リエンスな社会の実現のためには、被害そのものを防ぐことだけではなく、被害を受けた

後のその後の回復過程についても目を向ける必要がある。  

2016 年熊本地震の例では、4 月 16 日の本震の後、避難所における避難者数が 0 となった

のは約 7 か月後の 11 月 18 日であり、避難が長期化した[12]。避難の長期化は悪い衛生環

境やストレス等から避難者の健康リスクが高まる。同事例においては、死者約 250 人のう

ち災害による直接死が約 50 人、関連死は約 200 人であり、長期の避難生活による二次被害

が甚大なものとなってしまった[13]。実際に熊本地震における避難の長期化への対応は事前

の対策不足により、避難所の運営や物資の配分などが問題となった[3]。このことから、将

来予測される地震災害においても、避難の長期化を予測し、それに対応するための施策を

講じることが重要な課題であるといえる。そのため、避難者が自宅復帰に復帰するタイミ

ングを把握し、避難者の解消過程の把握を行うことは、避難の長期化対策の施策に役立て

ることができるといえる。また、人々の自宅の復帰は人々の日常生活への復帰への第一歩

として、災害からの復旧・復興の観点からも重要である。 

人々の自宅復帰に関する研究について、山口ほか[14]では，携帯位置情報の人流データを
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用いて，災害前後の人々の日常行動パターンの乖離について分析しており，今後は災害被

害に対する復旧・支援体制といった条件による日常行動の回復速度の違いを検討する必要

性を述べている。また、国・自治体の地震被害想定における被害予測手法の調査（平成 25

年度調査）[15]において、自宅復帰に関連して、避難者状況の推定について、建物被害状況

とライフライン被害状況を考慮することが多いことを述べているが、それらの要因の複合

的な評価に関する報告はあまりないとされている。このように、既往の研究において，人々

の自宅復帰に関する要因の検討や自宅復帰時期の推定に関する知見はまだ十分に得られて

いないのが現状となっている。 

 

1.1.3 位置情報ビックデータの蓄積 

近年、スマートフォンの普及、IoT の進展、有線・無線ネットワークの高速化・大容量

化により、個人や事業者等が、文字情報のみならず、画像・映像データ、位置情報、セン

サー情報などの、月毎、日毎という定期的な情報だけではなく、リアルタイムで流通・蓄

積されるデータについても、インターネットを通じて送受信できるようになった([16]より

引用)。それを受けて、官民データ活用推進基本法（平成 28 年法律第 103 号）をはじめ、

国内でビックデータの活用の動きが進んでおり、災害関連分野でもその有効利用が期待さ

れている。中でも近年、位置情報ビッグデータである GPS による大規模人流データや近年

東京大学で整備されたマイクロジオデータがその活用が期待されている。 

GPS(Global Positioning System）は、人工衛星を用いた、衛星測位によって対象物の位

置座標を特定するシステムのことで、自分の位置（x,y,z）と時刻についての情報を得ること

ができる[17]。GPS は近年、GPS 搭載の携帯電話の普及にともなって急速に一般個人にも

利用が普及し、その蓄積されたデータの利活用が近年注目されている。GPS による測位情

報は、人々の位置情報・移動情報すなわち人流データとして記録・蓄積を行うことができ

る。それらの蓄積された人流データは、可視化することによって、人々の行動を俯瞰し、

その様相を定量的に明らかにすることができる。災害関連分野では、NHK スペシャル「震

災ビッグデータ」において、東日本大震災の発災直後に首都で大量の帰宅困難者が発生し

た時の様子を、GPS の人流データを用いることで、主要駅における 20 万人以上が 1 キロ四

方に身動きがとれないまま滞留している状況が可視化された。そして、そこから明らかに

なったリスクが報じられ、社会的に大きなインパクトを与えた[18]。GPS データによる人

流データは個人という詳細な単位で、時系列ごとの分析が可能であり、位置座標をもとに

他の様々な空間情報との結びつけが可能であるといった特長があり、その蓄積されたビッ

グデータは様々な用途での利用が期待されている。一方で個人情報保護の観点などから、
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個人単位のデータは基本的に公開されることはなく、データ入手の手続きの難しさから、

研究事例は多くない。そのため詳細な GPS データを用いた研究はいまだに模索段階の状況

である。 

マイクロジオデータとは、東京大学空間情報科学研究センター[47]で開発されているミク

ロスケールの様々な時空間データのことで、各種デジタル地図データや POI データ、モバ

イルデータ、Web から取得できる非集計の位置情報データのことである([19]より引用)。

マイクロジオデータは企業間取引や空き家の推定および地域活性化といった様々な分野で

研究が行なわれており、災害分野においてもその活用が期待されている[22]。同データは全

国的に自治体をまたいで利用可能であり、また非集計のデータのため用途が広い。また、

データ利用についても正式に手続きを経ることで利用可能である。 

 

1.2 本研究の目的および本研究の位置づけ 

以上のような背景から、将来の災害対策の重要性や現状の課題を踏まえ、GPS 人流デー

タやマイクロジオデータといった位置情報ビッグデータを活用し、大地震災害における「迅

速で詳細な被害把握のための被害推定手法の検討」および、「自宅復帰に関わる複合的な要

因から自宅復帰時期の推定モデルの検討」をそれぞれ行うことの二つを本研究の目的とす

る。 

 本研究では、大地震災害の被害発生から回復までの包括的な災害レジリエンスの向上の

ために、避難者の発生からその自宅復帰までの一貫した推定を研究の全体像とする。ただ

し、現在用いることできるデータの制約上、本研究では上述の二つの目的に分けて、それ

ぞれの段階ごとの検討を行うことでその全体像の実現に貢献することが本研究の位置づけ

である。 

 

1.3 本論文の構成 

第 1 章の最後に本論文の構成を示す。第 1 章では本研究の背景や目的を述べてきた。 

第 2 章では、大地震災害における、自宅被害とそれにともなって発生する避難者について、

迅速で詳細な被害推定手法の検討を行う。第 3 章では、避難者の自宅復帰に関するモデル

の作成と検討を行う。第 4 章では第 3 章で作成したモデルの適用例を示す。そして最後に

第 5 章で本研究の成果や今後の研究の展望について述べ、全体のとりまとめをおこなう。 
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図 1：本研究の全体像および目的 
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第 2 章 地震災害における迅速で詳細な被害推定手法の検討 

2.1 本章の概要 

 本章では、2016 年 4 月に発生した熊本地震（表 1）を対象として、地震災害における迅

速な被害推定手法の検討を行う。建物単位のデータである建物マイクロジオデータおよび、

発災直後に発表される気象庁の推計計測震度データを用いて、建物被害や避難者数につい

て、詳細なスケールでの推定を試みるとともに、同手法による発災直後の迅速な被害の把

握への有効性を検討した。 

 

表 1：熊本地震の概要（前震(上)および本震（下））[3] 

 

 

 

 

発生日時 平成 28 年４月 16 日 １時 25 分頃

震央地名 熊本県熊本地方（北緯 32 度 45.2 分、東経 130 度 45.7 分）

震源の深さ 12km（暫定値）

規模 マグニチュード 7.3（暫定値）

津波 無し

発生日時 平成 28 年4月 14 日 21 時 26 分頃

震央地名 熊本県熊本地方（北緯 32 度 44.5 分、東経 130 度 48.5 分）

震源の深さ 11km（暫定値）

規模 マグニチュード 6.5（暫定値）

津波 無し
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2.2 利用データ 

2.2.1 建物マイクロジオデータ 

建物マイクロジオデータは、2009 年住宅地図に住宅土地統計調査等の統計値を配分する

ことによって作成されたデータである[19]。同データは、建物一棟一棟の分布を表すポイン

トデータであり、住宅地図が持つ属性情報に加え、建築構造や築年代のデータが格納され

ている[20]。さらに、Akiyama et al.,[21]の手法を用いて、国勢調査の集計値を按分するこ

とで、建物単位の居住者数を求めた。同データは全国的に整備されており、任意の地域で

利用可能な状態である。本研究においては、熊本県全域のデータを用いた。 

 

 

図 2：本研究で用いた建物マイクロジオデータの属性データ 
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2.2.2 推計震度分布図 

建物ごとに計測震度を与えて解析を行うために、熊本地震発生時の 2016 年 4 月 14 日（前

震時）および 4 月 16 日（本震時）の、気象庁提供の推計計測震度分布図の GPV データを

用いた（図 3）[23]。推計震度分布図は、震度 5 弱以上を観測した地震を対象に、地震観測

記録をもとに表層地盤の増幅度を考慮して、1km メッシュ間隔での震度を推計し、地震計

のない地点を含めてその分布を地図上に示したものである。この推計震度分布図は、発災

後 5～10 分程度の時間で整備されるため発災直後に利用可能であり、迅速な被害の把握へ

の有効利用が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3：推計震度分布図（熊本地震本震）[23] 
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2.2.3 倒壊率テーブル 

建築構造や計測震度に応じて、建物単位での倒壊率を求めるために、東京都総務局[24]

の建物の全半壊率および全壊率の倒壊率テーブル（表 3）（図 4）を用いた。なお、建物マ

イクロジオデータの推定値は 1970 年以前の建物データは、詳細な築年代が不明となってい

るため、1963 年～1971 年の分類にあたる「木造中 1」に分類をして解析を行い、1962 年

以前の「木造旧」は使用しなかった。 

 

表 2：本研究で用いた建築分類の定義[24] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4：建築分類ごとの全壊率曲線（上）および全半壊率曲線（下）[24] 

建築構造 築年代 分類名

木造 ～1962年 木造旧

木造 1963～1971年 木造中1

木造 1972～1980 年 木造中2

木造 1981～1989年 木造新１

木造 1990～2001年 木造新２

木造 2002年～ 木造新３

非木造 ～1971年 非木造旧

非木造 1972～1980 年 非木造中

非木造 1981年～　 非木造新
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表 3：倒壊率テーブル（全壊率(上)、全半壊率（下））[24] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　建築分類

計測震度
木造旧 木造中１ 木造中2 木造新1 木造新2 木造新3 非木造旧 非木造中 非木造新

5.0 0.2 0.1 0.1 0 0 0 0.2 0.1 0

5.1 0.6 0.3 0.2 0 0 0 0.4 0.2 0

5.2 1.4 0.8 0.4 0.1 0 0 0.6 0.4 0.1

5.3 3 1.9 1 0.2 0 0 1 0.7 0.1

5.4 5.9 3.9 2.1 0.4 0.1 0 1.6 1.1 0.2

5.5 10.6 7.5 4.3 0.8 0.1 0 2.5 1.8 0.3

5.6 17.4 13.1 8 1.4 0.3 0.1 3.7 2.7 0.6

5.7 26.6 21.1 13.7 2.4 0.5 0.2 5.5 4 0.9

5.8 37.7 31.5 21.7 4 1 0.4 7.8 5.8 1.4

5.9 50 43.8 31.7 6.4 1.8 0.8 10.8 8.2 2.1

6.0 62.3 56.8 43.2 9.8 3.1 1.4 14.6 11.2 3.1

6.1 73.4 69.4 55.1 14.3 5.1 2.4 19.1 15 4.5

6.2 82.6 80.3 66.5 20 7.9 4 24.5 19.6 6.4

6.3 89.4 88.8 76.4 27 11.9 6.4 30.5 24.9 8.8

6.4 94.1 94.1 84.2 35 17 9.8 37.2 30.9 11.8

6.5 97 97 89.9 43.7 23.4 14.3 44.2 37.4 15.5

6.6 98.6 98.6 93.7 52.7 30.9 20 51.5 44.3 19.8

6.7 99.4 99.4 96.2 61.6 39.3 27 58.6 51.4 24.9

6.8 99.8 99.8 97.7 69.9 48.2 35 65.5 58.5 30.6

6.9 99.9 99.9 98.7 77.3 57.2 43.7 72 65.3 36.7

7.0 100 100 99.2 83.6 65.9 52.7 77.7 71.6 43.3

　　　建築分類

計測震度
木造旧 木造中１ 木造中2 木造新1 木造新2 木造新3 非木造旧 非木造中 非木造新

5.0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5.1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5.2 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5.3 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5.4 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5.5 0.3 0.3 0.1 0 0 0 0.2 0.2 0

5.6 0.8 0.8 0.3 0.1 0 0 0.4 0.4 0.1

5.7 2.1 2.1 0.8 0.2 0 0 0.7 0.6 0.1

5.8 4.8 4.3 1.7 0.4 0.1 0 1.2 1 0.2

5.9 9.7 8.2 3.6 0.9 0.2 0 2 1.7 0.4

6.0 17.7 14.2 6.9 1.5 0.4 0.1 3.1 2.6 0.6

6.1 28.9 22.7 12.2 2.7 0.9 0.2 4.8 3.9 1

6.2 42.7 33.6 19.6 4.4 1.5 0.4 7.2 5.8 1.5

6.3 57.3 46.2 29.3 7 2.7 0.9 10.4 8.2 2.3

6.4 71.1 59.4 40.6 10.6 4.4 1.5 14.5 11.4 3.3

6.5 82.3 72 52.5 15.3 7 2.7 19.5 15.4 4.8

6.6 90.3 82.7 64.1 21.3 10.6 4.4 25.5 20.2 6.7

6.7 95.2 90.9 74.3 28.5 15.3 7 32.3 25.8 9.1

6.8 97.9 96.4 82.5 36.7 21.3 10.6 39.7 32.2 12.2

6.9 99.2 99.2 88.6 45.5 28.5 15.3 47.6 39.1 15.9

7.0 99.7 99.7 92.8 54.5 36.7 21.3 55.6 46.3 20.2
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2.2.4 熊本地震実被害データ 

推定値の検証を行うために、熊本地震の実際の被害データ[25][26]（熊本県災害対策本部，

2016）のうち全壊・半壊棟数および避難者数のデータを用いた。同データは市区町村単位

での集計値であり、全壊・半壊棟数は居住者がいる住宅のみの集計となっている。なお、

避難者数のデータは本震の約半日後の 4 月 16 日 14 時半のものを使用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5：熊本地震の実被害データ(上：全半壊棟数、下：避難者数) 
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2.3 手法 

2.3.1 各建物の倒壊率の推定 

手法の全体の流れを図 6 に示す。建物マイクロジオデータと推計震度分布図を用いて、

建物ごとに計測震度を与え、建築構造や年代によって、表 3 に基づいて全壊率、半壊率お

よび全半壊率を求めた。また、熊本地震においては、2 回の地震による複合被害について考

える必要があるため、式(1)～式(4)を用いて、ある建物 i の前震と本震の 2 回の地震による

複合被害の全壊、半壊および全半壊率を求め、以降の計算に用いた。 

CRai=R3i・Ra2i + Ra1i          （1） 

CRsi= R3i・Rs2i + Rs1i          （2） 

CRasi=R3i(Ra2i+Rs2i) + (Ra1i + Rs1i)   （3） 

R3i=1-(Ra1i+Rs1i)            （4） 

Ra1i: 前震による建物 i の全壊率 

Ra2i：本震による i の全壊率 

Rs1i：前震による建物 i の半壊率 

Rs2i：本震による建物 i の半壊率 

R3i：建物 i が前震で倒壊しない確率 

CRai: 前震と本震の複合による建物 i の全壊率 

CRsi: 前震と本震の複合による建物 i の半壊率 

CRasi:前震と本震の複合による建物 i の全半壊率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6：本研究の手法の流れ 



16 

 

2.3.2 各建物からの避難者数の推定 

東京都総務局[27]による式(5)を用いてある建物 i が全壊、あるいは半壊した時にその建

物から発生する避難者数を推定した。算出される推定値は人数の期待値である。 

 

Ei = CiNi + 0.503HiNi                  （5） 

Ci: 建物 i の全壊率 

Hi：建物 i の半壊率 

Ni：建物 i の居住者数 

Ei：建物 i から発生する避難者数 

 

2.4 推定結果 

図 7 および図 8 に、熊本県における建物単位の推定倒壊率および、推定避難者数を示す。

建物マイクロジオデータは、全国的に整備がされているため、これらの結果は熊本県だけ

でなく、全国的に適用することができる。また、建物単位で被害を推定できるため、3.3 の

ように市区町村単位や町丁目単位、メッシュ単位での集計など、任意の単位での被害集計

が可能である（図 9～図 12）。なお、本研究では、検証の際に被害データと条件を合わせる

ため、居住者が 1 人以上いる建物のみを対象に集計した。集計した建物の全半壊棟数は期

待値である。 
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図 7：熊本県（一部地域）における建物単位の推定全壊率(上)、推定半壊率(下) 
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図 8：熊本県（一部地域）における建物単位の推定全半壊率(上)、各建物からの推定避難者

数(下) 
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図 9：熊本県における市区町村単位での推定全半壊棟数(上)および推定避難者数(下) 
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図 10：熊本県(一部地域)における町丁目での推定全半壊棟数(上)および推定避難者数(下) 
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図 11：熊本県(一部地域)におけるメッシュ単位での推定全半壊棟数(上：1km 下：250m) 
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図 12：熊本県(一部地域)におけるメッシュ単位での推定避難者数(上：1km 下：250m) 
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2.5 検証  

市区町村ごとに建物の全壊・半壊棟数と避難者数の集計を行った。その集計結果と 2.4 項

の熊本県の被害データを比較して推定結果の検証を行った。検証結果は図 13 のようになっ

た。ただし、熊本市のみ極端に値が大きいため、相関や誤差に影響を与える可能性を考慮

し、熊本市を除いた場合についても検証を行った（図 14）。結果として、いずれの場合も有

意な相関関係が得られた。ただし推定値は、熊本市を含めた場合は過大評価、熊本市を除

いた場合は過小評価となった。これらの誤差は、使用した建物マイクロジオデータ、推計

計測震度分布図および建物倒壊率テーブルのデータの精度が影響している可能性がある。

まず建物マイクロジオデータが 2009 年のものであるため、2009 年以降に更新された建物

による影響が推定値に反映されていると考えられる。特に都市部の熊本市では多くの建築

物が更新され、相対的に古い建物が少なくなり過大評価となった可能性が考えられる。ま

た、本解析では表 1 のうち、築年代 1970 年以前の建物は、全て木造中 1 を適用し、倒壊率

が最も高い木造旧を適用しなかった。そのため過小評価の市区町村については、実際には

木造中 1 よりも木造旧の建物が多かった可能性が考えられる。これらのことから今後は建

物マイクロジオデータの更新や、建築構造の分類方法の改善が必要であるといえる。 
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図 13：推定全半壊棟数（左）および推定避難者数（右）の検証結果（市区町村集計） 

 

 

 

図 14：推定全半壊棟数（左）および推定避難者数（右）の検証結果 

（市区町村集計：熊本市を除いた場合） 
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2.6 まとめ 

本章では、熊本県全域において、建物マイクロジオデータおよび推計震度分布図を用い

て、建物単位で計測震度を与え、建物ごとに倒壊率および避難者数の推定を行った。また、

推定値と実際のデータの間に有意な相関関係が得られた。そのため、推計震度分布図が発

災直後に得られることから、本研究の手法は発災直後に迅速かつ詳細な被害の推定が期待

できるといえる。本研究の手法を用いて、迅速な被害推定を行い、大まかな被害の把握を

行うことで、航空測量等による実際の被害調査の計画などにも役立てるといった活用法が

期待される。また、将来的に予測される地震についても、建物マイクロジオデータに想定

震度を与えることで、全国的に建物単位での事前の被害予測ができるといえる。同成果は

各自治体などで、避難所の最適配置などの防災政策に活用が期待できる。また、各建物の

倒壊率を用いて、負傷者の数を推定するといった、避難者数の推定以外にも応用が期待で

きる。 

今後の課題は、推定精度の向上である。そのためには、より細かいスケールでの推定結

果の検証や、過去の地震でも同様の解析と検証を行うといったことが必要である。また、

今後はより実情に即した推定のために、ライフラインの不通などの建物被害以外による避

難者を考慮した上での避難者数の推定を行う必要があるだろう。また、本研究の推定は発

災直後に発生する避難者ついてのみ想定しているが、実際の災害の場面では、その発生し

た避難者の推移についても把握することが重要となる。この点については以降の章で取り

扱う。 
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第 3 章 津波災害における発災後日数ごとの自宅復帰率推定モデルの作成 

3.1 本章の概要 

本章では東日本大震災の事例（表 4）を対象に、津波災害における発災後日数ごとの自宅

復帰率モデルの作成を行う。同事例においては、GPS の大規模人流データや、詳細な被害

調査データである震災復興支援調査アーカイブおよび自治体の上水道被害状況のデータな

ど、当時の被害状況を捉えられるデータが充実している。これらのデータ用いて複合的な

要因にもとづく自宅復帰状況の推定モデルの作成を行う。なお解析対象は、青森県、岩手

県、宮城県、秋田県、山形県、福島県の東北地方 6 県とした。 

 

表 4：東日本大震災の地震の概要[28] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15：東日本大震災における津波浸水エリア[29] 

 

発生日時 平成23年3月11日 14時46分

震央地名 三陸沖（北緯 38．1 度、東経 142．9 度）

震源の深さ 24km

規模 モーメントマグニチュード9.0

津波 3月11日 14時49分 津波警報（大津波）発表
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3.2 利用データ 

3.2.1 混雑統計データ 

本研究では、東日本大震災における発災後の人々の自宅復帰状態の推定を行うため、 

GPS 人流データである、株式会社ゼンリンデータコムが提供する「混雑統計®」データを用

いた。「混雑統計®」データは、NTT ドコモが提供する「ドコモ地図ナビ」サービスの オ

ート GPS 機能利用者より、許諾を得た上で送信される携帯電話の位置情報を、NTT ドコ

モが総体的かつ統計的に加工を行ったデータである。位置情報は最短 5 分毎に測位される

GPS データ（緯度経度情報）であり、性別・年齢等の個人を特定する情報は含まれない。

本研究では 2011 年 3 月 11 日～2011 年 4 月 7 日の約一か月間のデータを用いた。対象サン

プルは約 3 万人分のデータである。なお、2011 年 4 月 8 月以降については、4 月 7 日 23

時 32 分に宮城県沖で発生した震度 6 強の余震による影響を鑑みて、本研究での対象期間に

含めなかった。 

 

3.2.2 復興支援調査アーカイブ 

復興支援調査アーカイブとは、国土交通省都市局の「東日本大震災津波被災市街地復興

支援調査」の成果をアーカイブ化したものである（[29]より引用）。同アーカイブについて

は、国土交通省都市局からデータの提供を受け、東京大学空間情報科学研究センターが運

営を行っており、東日本大震災の各種被害データをインターネット上からダウンロードで

きる[29][30]。各種被害データの提供単位についてはデータごとに異なるが、非集計単位や

メッシュ単位といった詳細な単位で利用可能である。本研究では、各種被害状況が自宅復

帰状況に与える影響を考慮したモデルの作成のため、同アーカイブのうち建物被災状況お

よび浸水深メッシュ(100m)のデータを用いた（図 16、17 および表 5、6）。なお、建物被災

状況については、モデルの作成にあたって、被害区分のうち、1～3 を全壊、4~6 を半壊と

して利用した。 
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図 16：復興支援調査アーカイブによる建物単位の実被害データ（図は地域を秘匿） 

 

表 5：建物被災区分のコード対応表 
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図 17：復興支援調査アーカイブによる津波浸水深データ(100m メッシュ) 

 

表 6：津波浸水区分のコード対応表 
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3.2.3 推計震度分布図 

本研究では、地震動による影響を自宅復帰モデルの作成の際に考慮するために、2.2.2 項

と同様の気象庁の推計震度分布図のうち「2011 年 03 月 11 日 14 時 46 分 三陸沖 Ｍ7.9」

のデータを用いた（図 18）[23]。 

 

図 18：東日本大震災における推計震度分布図[23] 
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3.2.4 上水道断水状況データ 

インフラの復旧状況は、人々の自宅復帰状況に影響を与えるため[15]、本研究においても、

人々の日常生活に必要不可欠なインフラである上水道について、厚生労働省が公開してい

る市区町村単位での上水道の断水状況データ[31]を用いた。なお、公開されているデータの

中で、3 月 11 日および 3 月 12 日のものが存在しないため、発災 2 日後の 3 月 13 日以降の

データを用いた。 

 

3.2.5 国勢調査データ 

国勢調査とは、国内の人口・世帯の実態を把握し、各種行政施策その他の基礎資料を得

ることを目的とし、5 年ごとに行われる国の調査のことである[32]。国勢調査のデータは、

インターネット上で自由にダウンロードできる[33]。本研究では、避難者の年齢や世帯構成

といった属性によって自宅復帰状況に差があると仮定し、平成 22 年度調査(2010 年調査)

の市区町村の世帯数や年齢別世帯・人口のデータおよび 1km メッシュの人口データを用い

た。 

 

3.2.6 建物マイクロジオデータ 

データの詳細については 2.2.1 項に準ずる。本章では東北 6 県のデータについて、空間処

理や集計処理を行う際に用いた。 
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3.3 自宅復帰率推定モデル作成に用いた変数 

本研究では自宅復帰に関して、地震動、建物倒壊、津波浸水被害、避難者の属性といっ

た複合的な要因を考慮した推定モデルを作成するために、以下の変数を用いた(表 7)。また、

モデルの作成にあたって各説明変数について、非集計やメッシュ単位のデータ等について

も市区町村単位で集計単位を統一したものを用いた。各種データが持つ情報を各説明変数

に当てはめるための処理は事項(3.4 項)で述べる。なお、発災後日数（X1）については特に

データの処理は必要としないが、上水道の被害状況のデータが発災後 2 日目以降しか存在

しないため、発災後 2 日目以降のデータを用いてモデルの作成を行った。 

 

表 7：自宅復帰率推定モデル作成に用いた変数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的変数

Y 発災後日数の自宅復帰率

説明変数

X1 発災後日数

X2 計測震度の平均値

X3 計測震度の最大値

X4 全壊建物居住者の割合

X5 半壊建物居住者の割合

X6 全壊建物の割合

X7 半壊建物の割合

X8 0-0.5mの津波浸水を受けた面積の割合

X9 0.5-1mの津波浸水受けた面積の割合

X10 1-2mの津波浸水受けた面積の割合

X11 2-4mの津波浸水受けた面積の割合

X12 4-8mの津波浸水受けた面積の割合

X13 8m以上の津波浸水受けた面積の割合

X14 津波浸水エリアの定住人口割合

X15 発災直後時点(発災2日後)の水道復旧率

X16 発災後日数の水道復旧率

X17 6歳未満の世帯員のいる世帯の割合

X18 65歳以上の世帯員のいる世帯の割合

X19 6歳未満の人口割合

X20 65歳以上の人口割合
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3.4 データ処理 

3.4.1 混雑統計データと建物被害データの複合処理（該当変数：Y,X3,X4） 

3.4.1.1 各種処理 

まず、居住地座標の推定および居住地被害状況の付与を行った。Akiyama[34]の手法を用

いて、混雑統計の GPS データのもつ個人 ID ごとに、それぞれ推定居住地の座標の付与を

行った。推定居住地座標は東日本大震災の発災前年である 2010 年のものを用いた。なお、

同手法による推定居住地座標は実際に建物単位で座標が重なるわけではないため、本研究

では、推定居住地座標に対して 100m 以内にある建物のうちの最近隣の建物の座標値を最終

的な推定居住地座標として用いた。これは混雑統計に用いられるオート GPS の誤差が 100m

であることを考慮したためである。また、基準となる建物座標は復興支援調査アーカイブ

の建物被災状況データおよび建物マイクロジオデータのポイントデータを用いて重ね合わ

せを行った。なお本研究では、この最近隣処理は ArcGIS(Esri(株))の ArcToolbox 機能の「近

接情報テーブルの生成」を用いて行った。そして、各個人 ID ごとに推定居住地座標のある

建物の被害状況を、自宅被害状況として付与した。なお、以下の処理は全て、算出した推

定居住地の座標値を持つサンプルにもとづく。 

次に、Akiyama[34]の手法を用いて、GPS データから、０～4 時の滞留点の抽出を行った。

個人個人の各日付の位置座標については、0~4 時の平均値を夜間代表点とした。そして個

人 ID ごとの推定居住地と、各日付の夜間代表点の座標を比較し、各個人が自宅に復帰した

日の推定を行った。比較の際は、各日付の夜間代表点の座標が、推定居住地座標の 100m 以

内にある場合に自宅に復帰したとみなし、その最初の日付を自宅復帰日とした。 

最後に、各個人 ID の自宅被害状況ごとに、市区町村単位で、各日付における、居住者の

自宅復帰率(Y)の集計を行った。また、市区町村ごとに 

X3:全壊建物の居住者割合＝全壊建物の居住者数(サンプル内)/全居住者数（サンプル内） 

X4:半壊建物の居住者割合＝半壊建物の居住者数(サンプル内)/全居住者数（サンプル内） 

として各集計を行った。 
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3.4.1.2 自宅復帰率の推定結果 

データ処理の結果、推定自宅復帰率について図 19 および図 20 のようになった。発災日

数が経ったのち、津波被害のあった沿岸部や、原発周辺地域で自宅復帰率が低い結果とな

っており、実際に即した推定結果を得られたといえる。一方で山間部をはじめ、サンプル

数が非常に少ない地域もあり、そういった地域では実際の自宅復帰実態との誤差が大きい

可能性がある。 

また、自宅被害区分ごとの推定自宅復帰率(東北 6 県集計)は図 21 および図 22 のように

なった。この結果によると、自宅被害の程度が大きい居住者ほど自宅復帰が遅いといった

傾向になっており、自宅被害が自宅復帰時期に影響を与えていることが定量的に示された

といえる。 
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図 19：東日本大震災における時系列ごとの各市区町村における推定自宅復帰率(1) 
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図 20：東日本大震災における時系列ごとの各市区町村における推定自宅復帰率(2) 
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図 21：自宅被害状況別の推定自宅復帰率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22：自宅被害状況別の推定自宅復帰率 

(2011 年 4 月 7 日(発災 27 日後)時点) 
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3.4.2 推計震度分布図の処理(該当変数：X2,X3) 

推計震度分布図は 1km メッシュのデータのため、各市区町村内で平均の計測震度(X2)お

よび最大の計測震度(X3)をそれぞれ GIS 上で処理を行い、算出を行った。 

 

3.4.3 建物被害データの処理（該当変数：X6,X7） 

復興支援調査アーカイブの建物被災状況データおよび、建物マイクロジオデータを用い

て、居住者数が 1 人以上いる住宅のみを対象に、市区町村単位での全壊建物の割合（X6）

および半壊建物の割合(X7)を求めた。 

 

3.4.4 浸水被害データの処理（該当変数：X8~X13,X14） 

被害浸水深ごとの浸水被害面積を算出するために各段階の浸水メッシュの面積を各市区

町村の面積で割り、算出した（X8~X13）。また、津波浸水エリアの定住人口(X14)について

は、復興支援調査アーカイブの浸水深 100m メッシュを 1km メッシュに集計し、国勢調査

1km メッシュの人口データを重ね合わせたものを用いて下記のように算出した。 

X14: 津波浸水エリアの定住人口=浸水深のメッシュ内の定住人口の総計/各市区町村の

定住人口 

 

3.4.5 上水道断水状況データの処理(該当変数：X15,X16) 

本研究では各市区町村の上水道の断水世帯数のデータにもとづき、発災 2 日目以降、各

日付における水道復旧率を 

水道復旧率＝１－被害世帯数/総世帯数 

として算出した。また、その結果は図 23 のようになった。被害世帯数については、出典元

の資料が自治体の事実報告を反映して、値が変化する地域がみられるため、それらについ

ては整合性に注意しながら、過去の資料と最新の資料を参照してデータの作成を行った。

また、被害状況が「全戸断水」と記載されている地域については水道復旧率 0％とした。な

お、「一部断水」と記載されている地域や資料に記載がない地域については、情報が曖昧な

ため除外して処理を行った。また、水道供給の対象地域が複数まとめて記載されている地

域については該当市区町村に対して同一の復旧率を適用した。 

 

3.4.6 国勢調査データの処理(X17~X20) 

国勢調査による市区町村の集計データをもちいて、一般世帯総数、0-5 歳世帯員がいる一

般世帯数、65 歳以上世帯員のいる一般世帯数、総人口、0-5 歳の人口、65 歳以上の人口、

の各属性データを用いて、人口に関する各説明変数(X17~X20)を算出した。 



39 

 

 

  図 23：本研究で用いた市区町村別の上水道復旧状況 
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3.5 相関分析  

3.5.1 対象地域 

3.4 項で作成したデータのうち、自治体による避難指示等により発災後の自宅復帰の時期

に影響を及ぼすと考えられる、福島第一原発所周辺の避難地域である田村市、南相馬市、

川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村の

12 市町村は除外した(図 24)[35]。また、このほか、GPS サンプル数が極端に少ない地域に

ついては推定結果の精度に影響を与えている可能性が懸念されるため、GPS サンプル数が

5 以下の地域は除外してモデルの作成を行った。 

 

 

 

図 35：福島第一原子力発電所周辺の避難地域 
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3.5.2 分析結果 

自宅復帰率Ｙと各変数の相関関係について、表 8 および図 25 のような関係を得られた。

その結果、発災後日数の水道復旧率（X16）について、相関係数 0.45 程度の正の相関関係

を得られた。また、全壊建物居住者の割合(X4)、全壊建物の割合(X6)、8m 以上の津波浸水

受けた面積の割合（X13）および津波浸水エリアの定住人口割合(X14)について、相関係数

-0.3～-0.4 程度の負の相関関係が得られた。 

発災後日数ごとの相関係数について図 26 および図 27 に示す。発災後日数ごとにみると、

全壊建物居住者の割合（X4）や全壊建物の割合(X6)および津波浸水エリアの定住人口割合

(X14)について、発災一週間後以降に、相関係数が-0.4～-0.6 程度と発災直後に比べて負の

相関関係が強いという結果を得られた。また、発災後日数の水道復旧率(X16)についても発

災後一週間頃を下限として、その後、正の相関係数が大きくなる傾向となった。これらの

ことから、発災一週間後（発災 5～7 日後）の時期については、水道の復旧率よりも、建物

の全壊状況や津波の浸水を受けた人口の割合などが自宅復帰率に寄与しやすいことが示唆

された。また、総じて、発災後の時期によって復帰に与える要因やその影響度合いが異な

ることが示唆された。 



42 

 

  表 8：推定自宅復帰率 Y と各説明変数との間の相関係数 
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    「「混雑統計®」©ZENRIN DataCom CO.. LTD.」 

図 25：推定自宅復帰率Ｙと各説明変数の相関係数 

説明変数 相関係数

X1 発災後日数 0.597

X2 計測震度の平均値 -0.186

X3 計測震度の最大値 -0.218

X4 全壊建物居住者の割合 -0.343

X5 半壊建物居住者の割合 -0.207

X6 全壊建物の割合 -0.368

X7 半壊建物の割合 -0.232

X8 0-0.5mの津波浸水を受けた面積の割合 0.180

X9 0.5-1mの津波浸水受けた面積の割合 -0.126

X10 1-2mの津波浸水受けた面積の割合 -0.131

X11 2-4mの津波浸水受けた面積の割合 -0.150

X12 4-8mの津波浸水受けた面積の割合 -0.152

X13 8m以上の津波浸水受けた面積の割合 -0.313

X14 津波浸水エリアの定住人口割合 -0.358

X15 発災直後時点(発災2日後)の水道復旧率 0.236

X16 発災後日数の水道復旧率 0.450

X17 6歳未満の世帯員のいる世帯の割合 -0.062

X18 65歳以上の世帯員のいる世帯の割合 0.081

X19 6歳未満の人口割合 -0.090

X20 65歳以上の人口割合 0.076
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    「「混雑統計®」©ZENRIN DataCom CO.. LTD.」 

図 26：発災後日数ごとの相関係数の推移（正の相関） 

 

 
    「「混雑統計®」©ZENRIN DataCom CO.. LTD.」 

図 27：発災後日数ごとの相関係数の推移（負の相関） 
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3.6. ロジスティック回帰によるモデルの作成 

3.6.1 手法 

3.4 項で作成したデータを用いて、モデルの作成と検証を行った。本研究では発災後日数

の自宅復帰率Ｙを 0≦Ｙ≦1 に従う確率で表すために、ベータ累積分布を仮定してリンク関

数をロジスティック関数として回帰することでモデルの作成を行った。なお、ベータ累積

分布関数は式(6)で定義される。ここで B(α,β)はベータ関数（式(7)）であり、確率変数は

０≦x≦1 の値をとる。このベータ累積分布に従って、ロジットモデル（式(8））に近似を行

い、モデルの作成を行った。 

また、モデルの検証は、n-fold cross validation を用いた．本研究ではサンプルデータをラ

ンダムに 5 分割し、5 分の 4 をモデル作成に用いる教師データ、5 分の 1 をモデルの検証用

のデータとして処理を行った。なお対象地域は 3.5.1 項に準ずる。 

 

（6） 

 

 

(p>0、q>0)             (7) 

 

 

(8) 

 

n： 説明変数の数 

y: 予測する事象の生起確率（0≦y≦1） 

xn: 説明変数 

α 切片（定数） 

βn 各説明変数に対する偏回帰係数（定数） 

e 自然数（定数） 

 

 

 

 

 

図 28：ロジットモデルによる確率分布 
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3.6.2 パラメータの出力結果 

作成したモデルの切片αおよび説明変数 xn の各係数は表 9 のようになった。これらのパ

ラメータを式(8)に当てはめることで、発災後日数ごとの自宅復帰率の推定を行うことがで

きる。津波浸水深(X8～X13)の係数について、他の係数に比べて数値が特に大きいため一見

影響が大きいが、説明変数の性質上 X8～X13 の和は 1 になるため、浸水深の度合に限らず

同程度の寄与率になるといえる。他の変数については、全壊および半壊建物の居住者の割

合(X4,X5)および、6 歳未満の人口に関する変数(X19)が負の値が大きく、同モデルにおいて、

自宅復帰の遅くなる要因として寄与率が高いといえる。 

 

表 9：各種パラメータの値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変数 パラメータ

α 切片 -112.235

X1 発災後日数 0.085

X2 計測震度の平均値 -0.094

X3 計測震度の最大値 -0.101

X4 全壊建物居住者の割合 -5.182

X5 半壊建物居住者の割合 -5.198

X6 全壊建物の割合 -0.450

X7 半壊建物の割合 11.970

X8 0-0.5mの津波浸水を受けた面積の割合 113.851

X9 0.5-1mの津波浸水受けた面積の割合 120.476

X10 1-2mの津波浸水受けた面積の割合 111.924

X11 2-4mの津波浸水受けた面積の割合 109.740

X12 4-8mの津波浸水受けた面積の割合 114.886

X13 8m以上の津波浸水受けた面積の割合 125.422

X14 津波浸水エリアの定住人口割合 -0.609

X15 発災直後時点(発災2日後)の水道復旧率 -0.089

X16 発災後日数の水道復旧率 0.239

X17 6歳未満の世帯員のいる世帯の割合 7.882

X18 65歳以上の世帯員のいる世帯の割合 0.320

X19 6歳未満の人口割合 -28.697

X20 65歳以上の人口割合 -2.895
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3.6.3 モデルの検証結果 

モデルのよる推定値と真値を比較したものを図 29 に示す。また、精度については表 10

のようになった。検証の結果、r=0.856 の強い相関関係を得られた。また RMSE＝0.106 で

あり誤差 10%程度の精度が示された。95%信頼区間は 0.839<x<0.874 であり、図 29 のよ

うに推定自宅復帰率が低いほど精度が低い。このことから自宅復帰率が低いのは発災直後

であるため、同モデルでは発災直後の予測についてバラつきが大きくなってしまう可能性

を示唆している。一方で自宅復帰が進むにつれてその精度は高くなるとも考えられるため、

長期的な視点で考えて、自宅復帰が進んだ後の残った自宅未復帰者の割合について、高精

度で推定を行えるともいえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 29：モデルによる推定値と真値の関係 

 

表 10：検証結果 

t値 df p値 95%信頼区間 相関係数r RMSE n

48.624 851 <2.2e-16 0.839<x<0.874 0.856 0.106 853
 

「「混雑統計®」©ZENRIN DataCom CO.. LTD.」 
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3.7 まとめ 

本章では東日本大震災の事例を対象に、地震動、建物被害、津波被害および人口データ

に関する各種説明変数について、ロジスティック回帰による、津波災害における発災後日

数ごとの自宅復帰率推定モデルの作成を行った。その結果、作成モデルは推定自宅復帰率

が低い場合の精度に課題はあるが、全体としては r=0.856 の強い相関関係および

RMSE=0.106（誤差 10%程度）の精度を得られた。 

また、本章においては、混雑統計データによる GPS 人流データを用いた推定自宅復帰状

況を用いた分析によって、自宅被害程度の違いが自宅復帰状況に影響を与えることが定量

的に示された。また、自宅復帰率と各要因との間の相関関係を調べたところ、自宅復帰に

対して、要因ごとに影響を与える時期が異なることが示唆された。本研究では、発災後日

数を説明変数に組み込んだが、発災後日数によって変数の影響度合いに変化がみられるこ

とから、発災後の時期を分けてのモデルの作成といったことも今後検討できる。また、地

域特性を考慮し、市区町村別のモデルの作成といったことも検討できる。また、人口デー

タ関する情報を GPS との関連付けを行ってより実測に即したモデルの作成や因子分析を行

うことについても今後余地がある。他にもモデルの説明変数に上水道以外のライフライン

情報の変数としての追加や、他の回帰分析を用いて説明変数の選択を行ったモデルの作成

などが今後の展望として考えられる。 
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第 4 章 自宅復帰モデルのシミュレーション 

4.1 本章の概要 

本章では、3.6 項で作成したモデルを、将来想定される南海トラフ沖地震に適用し、発災

後日数ごとの自宅復帰率の推定を行う。モデルの適用に用いる各種説明変数は、既存の研

究や既存のデータから作成可能なものを用いる。本章では、南海トラフ沖地震の自宅復帰

率のシミュレーションを行うと同時に、現存するデータや既存の手法を用いることで、モ

デルの適用による自宅復帰率の事前推定が可能であること示す。対象地域は、利用可能な

津波予測データ(4.2.2 項)の対象地域となっている高知市、南国市、土佐市、須崎市、香南

市の 5 地域に加えて、その周辺の内陸の地域である（図 30）。なお、モデルの適用は 1km

メッシュ単位でデータを作成して行った。 

 

 

図 30：本研究におけるシミュレーション対象地域 
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4.2 利用データおよびデータの処理 

4.2.1 確率的地震動予測地図（該当変数：X2,X3） 

確率論的地震動予測地図とは、日本とその周辺で発生する全ての地震の位置・規模・確

率に基づいて、地震動の「強さ」・「期間」・「確率」の関係情報を扱い、各地点がどの程度

の確率でどの程度揺れるのかをまとめて計算し、その分布を地図に示したものである（[36]

より引用）。同データは、国立開発研究法人防災科学技術研究所地震調査研究推進本部[36]

によって提供されており、インターネット上でダウンロードが可能である。本研究では、

巨大地震を想定し、最大被害でのモデルの適用を行うために、50 年間超過確率 2％のデー

タを用いた。地震動の超過確率とは、着目地点において、その地点に影響を与える様々な

地震について、ある期間内に少なくとも 1 回、地震動の強さがあるレベルを超える確率の

ことをいう。超過確率 2％とは、発生確率は小さいものの規模の大きい巨大地震のことを指

す[37]。50 年間超過確率 2%の確率的地震動予測地図は、巨大地震レベルの地震が起きた場

合の想定地震動の分布のことである。  

本研究では、上記機関から提供される 250m メッシュ単位のデータを 1km メッシュ単位

での平均計測震度、最大計測震度について集計し、処理を行った(図 31)。なお、以降のデ

ータ処理において計測震度を適用する際には、同データの最大震度を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 31：1km メッシュ単位で集計した確率的地震動[36] 
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4.2.2 津波予測データ（該当変数：X8～X14） 

本研究では東北大学越村俊一教授[38]より提供を受けた津波予測データを用いた。同デー

タは南海トラフ地震を想定した津波遡上シミュレーション結果である。データに関する概

要は表 11 の通りである。同データは、180 分(30 秒間隔)、すなわち 360 シーンの 10m メ

ッシュ単位のデータである。本研究では同データの最大浸水深のデータを用いて 1km メッ

シュごとの各段階の推定津波浸水深の割合(X8～X13)を求めた。また建物マイクロジオデー

タ(2.2.1 項)の居住者データと合わせて津波浸水エリアの定住人口の割合(X14)を算出した。 

 

表 11：津波遡上シミュレーションの概要[42][43]（[41]より引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 32：本研究で用いた予測津波浸水深（図は 250m メッシュ単位）[38] 

 

 

項目 内容

想定地震 南海トラフ地震

格子間隔 陸域10m

領域 高知県:(x,y)=(-16210,42650),(x,y)=(18830,66290)で囲まれた範囲

格子数 8,283,456

基礎方程式と解法 非線形長波理論式,　Leap-Frog差分法（東北大学モデル）

時間 180分(30秒間隔)

座標系 平面直角座標(4系)

断層モデル 1707/10/28（宝永）東海・南海地震（相田モデル2）

測位 満潮を考慮

側面摩擦 Maning粗度係数を考慮
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4.2.3 建物被害予測データ（該当変数：X4～X7） 

小川[41]などの手法をもとに建物マイクロジオデータ(2.2.1 項)を用いて南海トラフ沖地

震における各建物被害の推定を行い、1km メッシュでの集計を行った(図 33)[39][40][41]。

建物被害については、津波による倒壊、火災による焼失および地震による倒壊を合わせて

計算を行った。また、想定されるシナリオには、冬の夜のケースを用いた。また、推定に

利用する地震データおよび津波データにはそれぞれ 50 年間超過確率 2％の確率的地震動予

測地図（4.2.1.項）と南海トラフ沖地震を想定した津波データ(4.2.2 項）を用いた。 

 

4.2.4 上水道復旧率推定データ(該当変数：X15,X16) 

上水道復旧率の推定データついては、能島・加藤[44]によるモデルをもとに作成を行った。

同モデルは計測震度を与えることで、発災後日数ごとの上水道の復旧状況を推定すること

ができる(図 34)。能島らは同モデルを用いた市区町村別簡易評価法のシステム構築も行っ

ており、この簡易評価法をユーザーが独自の条件設定のもとでの評価を可能とする

Excel/VBA での評価ツール実装し公開している[45][46]。本研究では同モデルと確率的地

震予測地図(4.2.1 項)による計測震度を用いて、南海トラフ沖地震における発災後日数ごと

の上水道の復旧率推定値を算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 34：地震動ごとの上水道の復旧曲線（[44]より引用） 
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図 33：本研究で用いた南海トラフ沖地震における推定建物被害状況（1km メッシュ集計） 
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4.2.5 国勢調査データ(該当変数：X17～X20) 

国勢データに関する解説は 3.2.5 項に準ずる。本章では、平成 27 年度の調査データの 1km

メッシュ単位のデータを用いた。なお、当該データの属性のうち 6 歳未満の人口数が存在

しないため、X17,X19 については 0～14 歳の人口の割合で代用した。すなわちそれぞれの

変数について、 

X17:0-14 歳世帯員のいる一般世帯数/一般世帯総数数 

X18:65 歳以上世帯員のいる一般世帯数/一般世帯総数 

X19: 0-14 歳の人口/総人口 

X20:65 歳以上の人口/総人口 

として算出した。また、同データは秘匿処理のためメッシュごとの合算が行なわれている

地域があり、これらのメッシュは合算先メッシュと同じ数値を適用して処理を行った。 
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4.3 モデルの適用結果 

1km メッシュごとの推定自宅復帰率について、図 35～図 37 のようになった。全体的な

傾向として、津波の浸水地域や地震動の影響のある地域で自宅復帰時期が遅いという推定

結果となった。いの町や仁淀川町など、内陸地域で点在する自宅復帰が遅い地域について

詳細を調べたところ、半壊建物居住者の割合が大きく、かつ全壊建物居住者の割合もある

程度存在する地域であった。また、高知市を中心として自宅復帰が遅い地域は全壊建物居

住者の割合が大きい地域であった。また、市区町村ごとに集計した平均の推定自宅復帰率

は図 38 のようになった。津波の影響のある 5 市が最も自宅復帰が遅い、といった推定結果

となった。総じて、建物被害については、津波による倒壊も含めているため、建物被害が

総合的に大きくなりやすい津波浸水地域が最も自宅復帰が遅く、津波浸水地域以外につい

ても建物倒壊の危険性が高い地域が次に自宅復帰が遅い地域という推定結果になったとい

える。 

なお、南海トラフ沖地震の津波被害の際に、高知県については地理的な特性による長期

浸水が予測されている。本モデルでは、浸水時間の説明変数はないが、浸水時間は従属関

係にある浸水深を利用しておりある程度その影響を反映しているといえる。ただし、浸水

深割合によるパラメータの差異が少ないため、浸水時間に対する効果は十分とはいえない。

今後は、浸水時間やそれに代替される標高や地盤のデータなども考慮にいれたモデルの作

成も検討が必要である。説明変数の追加以外にも、モデルの簡略化のために説明変数の吟

味も必要である。 
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図 35：南海トラフ沖地震における推定自宅復帰率(発災 3 日後、発災 7 日後) 
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図 36：南海トラフ沖地震における推定自宅復帰率(発災 14 日後、発災 30 日後) 
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図 37：南海トラフ沖地震における推定自宅復帰率(発災 60 日後、発災 90 日後) 
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図 38：南海トラフ沖地震における市区町村ごとの推定自宅復帰率の時系列変化 
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4.4 まとめ 

本章では高知県を対象に、3.6 項で作成したモデルを適用し、将来予測される南海トラフ

沖地震における回復過程の推定シミュレーションとして、発災後日数ごとの自宅復帰率の

推定を行った。本シミュレーションによる事前推定結果は、津波被害も含む総合的な建物

被害状況が自宅復帰状況をよく反映した結果となった。なお、モデルの適用に用いる各種

説明変数は、既存の研究や既存のデータから作成可能なものを用いたが、モデルに適用す

る各説明変数が同じであれば、他のデータも使用可能である。今後の研究等によって精度

の高いモデルやデータが利用可能になった際に、それに置き換えてシミュレーションを行

うこともできる。 

また、本研究の成果は、事前推定だけでなく実際に発災した場合にリアルタイムの被害

状況のデータを適用することで、各地の自宅復帰状況の推定にも役立てることができる。

例えば、本シミュレーションでは、上水道の復旧率の計測震度と従属関係にあるため、あ

まりそれぞれの独立的な影響を自宅復帰率に反映できていないが、事前推定ではなく発災

後の上水道復旧状況のリアルタイムの実被害データを適用することで、より正確な推定が

できると考えられる。発災後についても、リモートセンシング技術による津波浸水被害の

把握など、観測データとの組み合わせによって、より精度の高い自宅復帰状況の推定が期

待できる。 
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第 5 章 結論 

5.1 本研究の成果 

まず本研究では、熊本地震の事例を対象として、迅速で詳細な災害被害把握のための推

定手法の検討を行った。その結果、本研究で用いた推計震度分布図と建物マイクロジオデ

ータを用いた手法は、迅速で詳細な被害推定に有効であることが示された。本研究の手法

を用いて、発災直後に被害状況を把握し、災害対応に活かすことが期待される。また、被

害の把握そのものについても、本研究の手法による推定結果をもとに、航空測量等による

実際の被害調査の計画などにも役立てるといった活用が期待される。また、同手法につい

ては発災直後だけでなく詳細な事前推定にも適用が可能であり、事前対策の政策などへの

貢献が期待できる。 

次に本研究では、東日本大震災の事例を対象として、津波被害の GPS 人流データを用い

た発災後日数ごとの自宅復帰状況の把握、および自宅復帰時期の推定のモデルの作成を行

った。GPS 人流データを用いて各個人の自宅被害状況の結びつけを行い、自宅復帰状況と

自宅被害状況による違いを調べたところ、自宅被害程度の違いが自宅復帰の時期に影響を

与えることが定量的に示された。また、本研究で作成した自宅復帰モデルについて誤差 10%

程度の精度を得ることができた。 

最後に、作成した自宅復帰モデルを南海トラフ沖地震に適用したシミュレーションを行

った。同モデルは現存するデータや既存研究による推定モデルなどを用いることで適用す

ることができ、実際に現時点でも利用可能であることが示されたといえる。なお、同成果

は、事前の推定に限らず、今後実際に災害が発生した場合に事前推定に限らず発災後の被

害状況の把握にも役立てることができ、リアルタイムの実被害観測データを適用すること

で、より高精度の推定もできると考えられる(図 39)。 

これらの成果は、様々なフェーズにおける災害対策・災害対応に貢献できるといえる。

また、本研究全体を通して、大地震災害における自宅被害の推定から避難者の発生および

その自宅復帰時期の推定まで一貫した推定ができることが示唆された。 
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5.2 本研究の課題と展望 

 本研究で用いた迅速で詳細な自宅被害推定手法について、精度の向上をはじめ、建物被

害以外の要因の考慮が今後の課題である。また、本研究で作成した自宅復帰モデルに関し

て、モデルの作成手法やモデルの変数選択など、改良の余地があるといえる。 

手法やモデルのさらなる開発のためには、各種データの入手が課題である。例えば、本

研究ではデータの制約上、熊本地震の事例では本研究の手法による自宅復帰モデルの作成

を行うことができなかった。ただし今後、全国的にビッグデータ活用の動きが広まる中で、

位置情報データや各自治体の調査データなどのデータ整備や利用が広まる可能性も期待で

きる。データの入手が可能になれば、本研究の手法により、熊本地震をはじめ、津波の被

害のない地震被害のみのケースについてのモデルの作成も行うことができる。また、本研

究では東日本大震災の事例において、復興支援調査アーカイブによる建物単位の実被害デ

ータと個人単位の GPS 人流データを用いることで、自宅被害状況と個人の自宅復帰状況の

関係を明らかにした。しかし、上水道の復旧状況のデータが市区町村単位でしか入手でき

なかったため、個人単位でのデータの結びつけができず、上水道の復旧状況に関する複合

的な自宅復帰時期への影響の分析を十分に行うことができなかった。そのため、今後、上

水道などライフラインの詳細な単位でのデータが利用可能になれば、GPS データと個人単

位での結びつけを行うことで、自宅復帰要因に関するさらなる分析の余地があるといえる。 

 今後は災害に対する総合的なレジリエンスを意識した被害推定やモデルの検討が重要に

なってくるといえる。例えば、災害事例の実被害データの充実や観測・調査技術の向上と

いった各領域における社会的基盤の整備や、災害被害推定に関する研究の深化は本研究で

用いたような被害予測モデルの精度の向上や有用性の向上につながる(図 39)。時代の変化

とともに今後増えていく利用可能なデータや、観測技術向上により有効性が高まっていく

データなど、データ流通や技術革新のといった動向も意識し、実際に災害時にも適用のし

やすいモデルや被害推定手法の開発を行っていく必要があるといえるだろう。 
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図 39：被害状況推定モデルによる総合的な災害レジリエンス向上への貢献 
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